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ファンドは、値動きのある証券等に投資します（外貨建資産に投資する場合には、この他に為替変動リスクもあります。）ので、基準価額は変動します。したがって、元金が保証されているものではありません。ファンド
の運用による損益はすべて投資者の皆様に帰属します。また、本書中の運用実績に関するグラフ、図表、数値その他いかなる内容も過去のものであり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありませ
ん。当資料は、ファンドの運用状況に関する情報提供を目的として野村アセットマネジメントが作成した資料です。投資信託のリスクやお申込メモの詳細についてのご確認や、投資信託をお申込みいただくにあたって
は、販売会社よりお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえご自身でご判断ください。

野村環境リーダーズ戦略ファンド
Aコース（為替ヘッジあり）/Bコース（為替ヘッジなし） 2026年4月30日

（月次改訂） 
追加型投信／内外／株式

個別銘柄の紹介

KLA

北米の半導体関連企業。

【社会的課題へのソリューション】

同社の売上高の80％以上を占める半導体プロセス制御部門では、集積回路

製造において生産性向上を促すことで、大幅な水消費の削減を実現していま

す。

【同社の強み／評価ポイント】

半導体製造プロセス制御（検査・計測）という特定の分野において、既に世界

シェアの50％以上という圧倒的シェアを有するなか、高性能なAIチップは構造

が複雑で、製造難易度が極めて高いため、同社の高度な検査装置への需要

がさらに拡大しており、AI需要の恩恵を受けています。

上記の内容は当資料作成日時点のものであり、予告なく変更する場合があります。

（出所）BNPパリバ・アセットマネジメントからの情報提供に基づき野村アセットマネジメントが作成しています。

（注）当資料はファンドの組入銘柄の参考情報を提供することを目的としており、特定銘柄の売買などの推奨、また価格などの上昇や下落を示唆するものではありません。

(2026年4月30日 現在)

画像はイメージです
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運用実績の推移

※分配金控除後

騰落率の各計算期間は、作成基準日から過去に遡った期間としております。

運用実績の推移

※分配金控除後

騰落率の各計算期間は、作成基準日から過去に遡った期間としております。

設定来＝2020年10月26日以降

・上記の指数化した基準価額（分配金再投資）の推移および右記の騰落率は、当該ファンドの信託報
酬控除後の価額を用い、分配金を非課税で再投資したものとして計算しております。従って、実際の
ファンドにおいては、課税条件によって受益者ごとに指数、騰落率は異なります。また、換金時の費
用・税金等は考慮しておりません。

※分配金実績は、将来の分配金の水準を示唆あるいは保証するものではありません。
※ファンドの分配金は投資信託説明書（交付目論見書）記載の「分配の方針」に基づいて委託会社が
決定しますが、委託会社の判断により分配を行なわない場合もあります。

ファンドは、値動きのある証券等に投資します（外貨建資産に投資する場合には、この他に為替変動リスクもあります。）ので、基準価額は変動します。したがって、元金が保証されているものではありません。ファンド
の運用による損益はすべて投資者の皆様に帰属します。また、本書中の運用実績に関するグラフ、図表、数値その他いかなる内容も過去のものであり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありませ
ん。当資料は、ファンドの運用状況に関する情報提供を目的として野村アセットマネジメントが作成した資料です。投資信託のリスクやお申込メモの詳細についてのご確認や、投資信託をお申込みいただくにあたって
は、販売会社よりお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえご自身でご判断ください。

3年 65.2% 2024年4月 10 円

設定来 131.2% 設定来累計 110 円

6ヵ月 11.2% 2025年4月 10 円

1年 41.3% 2024年10月 10 円

1ヵ月 15.0% 2026年4月 10 円

3ヵ月 9.6% 2025年10月 10 円

分配金（1万口当たり、課税前）の推移

 Bコース（為替ヘッジなし）

 運用実績 2026年4月30日 現在

（設定日前日＝10,000として指数化：日次） 基準価額※ 22,953 円

純資産総額 516.8億円

騰落率

期間 ファンド

・上記の指数化した基準価額（分配金再投資）の推移および右記の騰落率は、当該ファンドの信託報
酬控除後の価額を用い、分配金を非課税で再投資したものとして計算しております。従って、実際の
ファンドにおいては、課税条件によって受益者ごとに指数、騰落率は異なります。また、換金時の費
用・税金等は考慮しておりません。

※分配金実績は、将来の分配金の水準を示唆あるいは保証するものではありません。
※ファンドの分配金は投資信託説明書（交付目論見書）記載の「分配の方針」に基づいて委託会社が
決定しますが、委託会社の判断により分配を行なわない場合もあります。

1年 21.4% 2024年10月 10 円

3年 21.8% 2024年4月 10 円

設定来 32.7% 設定来累計 100 円

設定来＝2020年10月26日以降

3ヵ月 4.6% 2025年10月 10 円

6ヵ月 5.4% 2025年4月 10 円

騰落率

期間 ファンド 分配金（1万口当たり、課税前）の推移

1ヵ月 13.5% 2026年4月 10 円

純資産総額 186.5億円

野村環境リーダーズ戦略ファンド
Aコース（為替ヘッジあり）/Bコース（為替ヘッジなし）  2026年4月30日

（月次改訂） 

 Aコース（為替ヘッジあり）

 運用実績 2026年4月30日 現在

（設定日前日＝10,000として指数化：日次） 基準価額※ 13,155 円

追加型投信／内外／株式
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※各分野の概要は以下の通りです。

・分野別区分はインパックス・アセットマネジメントの分類によります。

＊当資料は、BNPパリバ・アセットマネジメントの情報提供等を基に野村アセットマネジメントが作成しております。

合計 39.9%

ファンドは、値動きのある証券等に投資します（外貨建資産に投資する場合には、この他に為替変動リスクもあります。）ので、基準価額は変動します。したがって、元金が保証されているものではありません。ファンド
の運用による損益はすべて投資者の皆様に帰属します。また、本書中の運用実績に関するグラフ、図表、数値その他いかなる内容も過去のものであり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありませ
ん。当資料は、ファンドの運用状況に関する情報提供を目的として野村アセットマネジメントが作成した資料です。投資信託のリスクやお申込メモの詳細についてのご確認や、投資信託をお申込みいただくにあたって
は、販売会社よりお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえご自身でご判断ください。

エア・リキード フランス 素材 3.1%

ハベル 米国 資本財・サービス 3.0%

・国・地域は原則発行国・地域で
区分しております。

・セクター分類はGICSによります。

フランス 公益事業 3.4%

リンデ 米国 素材 3.4%

ＴＳＭＣ（台湾セミコンダクター） 台湾 情報技術 3.9%

シュナイダーエレクトリック フランス 資本財・サービス 3.5%

ウ゛ェオリア・エンバイロメント

ウエイスト・コネクションズ 米国 資本財・サービス 4.1% 組入銘柄数  43 銘柄

ＫＬＡ 米国 情報技術 3.9%

エヌビディア 米国 情報技術 6.5%

マイクロソフト 米国 情報技術 5.1%

組入上位10銘柄 2026年4月30日 現在

銘柄 国・地域 セクター 純資産比

電気自動車や先進航空機、鉄道などの公共交通等、またそれらに関連する技術
によって環境への負荷を減らすことに貢献する企業

循環経済

農業における効率化および食品の機能性・安全性向上技術の提供により、持続
可能な方法で食糧問題の解決に貢献する企業

スマート環境ソリューション

水道や水処理などの水インフラや、高度な節水技術などを提供することで、限りあ
る資源である水の保全に貢献する企業

・国・地域は原則発行国・地域で区分しております。
※先物の建玉がある場合は、合計欄を表示して
おりません。

・セクター分類はGICSによります。

分野別配分

脱炭素技術

再生可能・代替エネルギー関連技術の提供やエネルギー効率を高める製品・
サービスの提供により、温室効果ガス削減に貢献する企業

環境配慮型輸送

・規模別分類の定義は以下の通りです。
大型株：100億米ドル以上
中型株：20億米ドル以上100億米ドル未満
小型株：20億米ドル未満
（時価総額ベース）

その他の資産 2.3% その他の資産 2.3%

合計(※） 100.0% 合計 100.0%

その他の国・地域 10.9% その他のセクター 9.1% その他の通貨 2.7%
・Aコースでは外貨建資産に投資を行なった場
合は、原則として組入外貨建資産にかかる通
貨を売り、日本円を買う為替ヘッジを行ないま
す。

その他の資産 2.3%

英国 4.1% ヘルスケア 5.6% 日本円 3.1% 合計 100.0%

ドイツ 5.3% 公益事業 6.3% 英ポンド 5.4%

情報技術 39.1% 米ドル 60.3% 大型 93.1%

中型 4.6%

台湾 5.8% 素材 7.8% 台湾ドル 5.8% 小型 0.0%

フランス 10.0% 資本財・サービス 29.8% ユーロ 22.6%

持続可能な食/農業

水資源の保全

適切な廃棄物処理、製品のリサイクル技術、資源の再利用や効率的利用を実現
する素材の開発などにより、限りある資源を循環利用することに貢献する企業

省エネルギーを実現するクラウドコンピューティングのようなデジタル・インフラに
加えて、環境検査や環境コンサルティングのような環境サービスを通じて、様々な
面から環境の保全に貢献する企業

野村環境リーダーズ戦略ファンド
Aコース（為替ヘッジあり）/Bコース（為替ヘッジなし） 2026年4月30日

（月次改訂） 

BNPパリバ・ファンズ－グローバル・エンバイロメントの資産内容と組入上位10銘柄

資産内容 2026年4月30日 現在

国・地域別配分 セクター別配分 通貨別配分（為替ヘッジ前） 規模別配分

国・地域 純資産比 セクター 純資産比 通貨 通貨比率 規模 純資産比

米国 61.5%

追加型投信／内外／株式
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ファンドは、値動きのある証券等に投資します（外貨建資産に投資する場合には、この他に為替変動リスクもあります。）ので、基準価額は変動します。したがって、元金が保証されているものではありません。ファンド
の運用による損益はすべて投資者の皆様に帰属します。また、本書中の運用実績に関するグラフ、図表、数値その他いかなる内容も過去のものであり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。
当資料は、ファンドの運用状況に関する情報提供を目的として野村アセットマネジメントが作成した資料です。投資信託のリスクやお申込メモの詳細についてのご確認や、投資信託をお申込みいただくにあたっては、
販売会社よりお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえご自身でご判断ください。

 先月の運用経過  （運用実績、分配金は、課税前の数値で表示しております。）

 今後の運用方針  (2026年4月30日　現在) （以下の内容は当資料作成日時点のものであり、予告なく変更する場合があります。）

 先月の投資環境

野村環境リーダーズ戦略ファンド
Aコース（為替ヘッジあり）/Bコース（為替ヘッジなし） 2026年5月

（月次改訂） 
追加型投信／内外／株式

○環境分野は長期的に持続可能なソリューションの幅広い機会を支え続けると考えています。2025年にはグロース株がパ

フォーマンスをけん引しましたが、2026年1-3月期には、マクロ経済の不確実性、中東での紛争の激化、超大型株集中の逆転な

どリスクオフにより株式市場は軟調に推移しました。このような市場環境は規律正しく、そして忍耐強く、かつファンダメンタルズ

（基礎的条件）を重視する投資家に機会をもたらすと考えています。エネルギー消費の急増につながるAIへの飽くなき需要によ

り、環境市場には多くの魅力的なソリューションプロバイダーが存在しており、パフォーマンス効率、企業の総電力需要曲線の変

化、電力供給の効率と供給の改善などの分野において、引き続き高い確信度を持っています。引き続き、回復力のある事業特

性を持ち、低成長かつ高コスト環境下においても長期的な環境市場の成長性に支えられた、市場を上回る収益成長と強い価格

決定力を有する優良企業に注目しています。

○当ファンドは環境関連企業の株式を主要投資対象とし、中期的な資産価値の成長を目指して運用を行ないます。投資対象と

する環境関連企業には、再生可能エネルギー、エネルギー効率、水インフラ、汚染防止、廃棄物管理、環境サポートサービス、

持続可能な食品関連企業などが含まれますが、これらのテーマに限定されることなく、環境関連企業に幅広く投資を行ないます。

○月間の基準価額（分配金再投資）は、Aコース、Bコース共に上昇となりました。

○組入上位銘柄のうち、株価上昇率が大きかった主な銘柄はKLA（水資源の保全）、エヌビディア（スマート環境ソリューション）

などでした。

○当ファンドは6つの「環境インパクト投資テーマ」（「脱炭素技術」、「環境配慮型輸送」、「持続可能な食/農業」、「水資源の保

全」、「循環経済」、「スマート環境ソリューション」）をもとに、社会的課題の解決に貢献する製品やサービスを提供する優良企業

に投資を行ないました。

○米国株式市場は、上旬は米国とイランが2週間の停戦合意を発表し、ホルムズ海峡の開放期待が高まったことなどが好感され

上昇しました。中旬から下旬にかけては、2国間で停戦延長が検討されているとの報道や、米半導体企業が決算で市場予想を

大きく上回る売上見通しを示したことなどが好感され上昇し、月間で上昇しました。

○欧州株式市場は、上旬から中旬にかけては米国とイランが2週間の停戦合意を発表したことでホルムズ海峡の通行が再開さ

れるとの期待が高まったことや、イランがホルムズ海峡の通行再開を発表したことが好感され、上昇しました。下旬には米国とイラ

ンの和平協議実現への進展が見られず原油価格が上昇したことで、ECB（欧州中央銀行）による利上げ見通しが高まったことな

どから下落しましたが、月間では上昇しました。

○毎年、4月22日は地球環境について考える「アースデイ（地球の日）」です。1970年に米国で始まり、現在では世界190ヵ国以

上で様々なイベントが開催されています。2026年のテーマは昨年に続き「Our Power, Our Planet（私たちの力、私たちの地球）」

です。異常気象がますます深刻化するなか、世界中の人々が再生可能エネルギーの実現に向けて個人の行動と団結を促すこ

とを目指します。2030年までに世界の再生可能エネルギーの発電量を3倍にするという国際的な目標に向け、各国の政府や企

業だけでなく、一人ひとりの選択が地球を守る最大の原動力となります。
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ファンドは、値動きのある証券等に投資します（外貨建資産に投資する場合には、この他に為替変動リスクもあります。）ので、基準価額は変動します。したがって、元金が保証されているものではありません。ファンド
の運用による損益はすべて投資者の皆様に帰属します。また、本書中の運用実績に関するグラフ、図表、数値その他いかなる内容も過去のものであり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。
当資料は、ファンドの運用状況に関する情報提供を目的として野村アセットマネジメントが作成した資料です。投資信託のリスクやお申込メモの詳細についてのご確認や、投資信託をお申込みいただくにあたっては、
販売会社よりお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえご自身でご判断ください。

野村環境リーダーズ戦略ファンド
Aコース（為替ヘッジあり）/Bコース（為替ヘッジなし） 2026年5月

（月次改訂） 

組入上位10銘柄の解説 2026年4月30日現在

（出所）「組入銘柄解説/ESGへの取り組みが企業価値向上に資する理由」は、BNPパリバ・アセットマネジメントからの情報提供等に基づき野村アセットマネジメントが作成して
います。
（注）当資料はファンドの上位組入銘柄の参考情報を提供することを目的としており、特定銘柄の売買などの推奨、また価格などの上昇や下落を示唆するものではありません。
※各分野の概要については、BNPパリバ・ファンズ－グローバル・エンバイロメントの資産内容をご参照ください。
・分野別区分はインパックス・アセットマネジメントによります。

追加型投信／内外／株式

米国の半導体メーカー。

半導体のなかでもGPU（グラフィックス・プロセッシング・ユニット）の設計・開発に特化。ゲーム、プロフェッショナルグラフィッ
クス、データセンター、AI、自動運転車の分野での技術革新において、業界をリードしている。GPUはCPU（中央演算処理
装置）に比べ大幅なエネルギー効率を実現する。大規模なクラウドサービス・プロバイダーやデータセンターなどにおいて
は、より高いエネルギー効率が必要とされており、GPUへの需要の増加が期待される。

米国のソフトウエア会社。

パソコン用OS「Windows」、ウェブブラウザ、クラウドコンピューティング・サービス、ビジネス用アプリケーション・ソフトウエア
やコラボレーション・プラットフォームなどの開発で世界をけん引。同社の主力製品であるクラウドコンピューティング・サービ
スはあらゆる分野におけるデジタル・トランスフォーメーションを推進し、業務効率化による生産性の向上だけでなく、エネル
ギーなどの資源活用の大幅な効率化の実現に貢献する。

北米の大手廃棄物サービス会社。

米国とカナダで商業、工業および住宅向けに非有害固形廃棄物の収集・移送・処分・リサイクルを手掛ける。主に地方都市
や競争の少ない郊外に焦点を当て、堅実な成長を目指している。同社は廃棄物を再び原材料として市場に戻す仕組みを
強化し、リサイクルの高度化を進めるとともに、所有する埋め立て地から発生するメタンガスを回収・精製し、低炭素燃料の
再生可能天然ガスに転換することで、循環経済および低炭素社会の実現に貢献。

米国の半導体関連企業。

半導体やマイクロ電子機器産業向けに、プロセス制御機器や歩留まり解析システムを製造・販売。主要製品はウエハー欠
陥・異物検査装置、相互接続検査装置、ウエハー膜厚・膜組成測定装置、歩留まり・欠陥解析システムなど。売上高の
80％以上を占める半導体プロセス制御部門では、欠陥検査やデータ分析などIC（集積回路）製造において生産性向上を
促し、大幅な水使用の削減を実現。今後も半導体製造業からの高い需要が期待される。

台湾の半導体製造企業。

主に集積回路やその他の半導体デバイスを製造しており、ハイスペックPC、スマートフォン、IoT（モノのインターネット）、自
動車、通信などの分野で幅広く使用されている。同社が製造する半導体は、電力の効率的な変換・制御による省エネル
ギー化、太陽光や風力発電などの再生可能エネルギー・システムなどにおいて必要不可欠であり、主に低炭素社会の実
現に貢献。

フランスの省エネルギー関連メーカー。

オートメーションやソフトウエアなどを組み合わせ、住宅、ビル、データセンター、インフラおよび各種産業向けの統合ソ
リューションを提供し、取引先の省エネルギーや省コストを実現。独自のIoTプラットフォームを用いて産業オートメーション、
商業ビル管理、スマートホームやデータセンターなど多様な施設での大幅なエネルギーの効率化と二酸化炭素排出の削
減を促進、ネットゼロ社会の実現に向けた最も重要なソリューションの一つであると考える。

フランスの水ビジネス世界最大手。

水のほか、廃棄物、エネルギー管理ソリューションを提供。また、3つの事業活動を通じて、資源利用の最適化、再生および
リサイクルにも従事。急成長する水ビジネス市場において水源から水道の蛇口までの水を維持管理するシステムをグローバ
ルに展開する数少ない企業の一つであり、規模を生かしたさらなるシェアの拡大が期待される。

産業ガスの分野における世界大手。

産業ガスは自動車、医療、エネルギーや半導体など多種多様な分野で利用され、取引先の製造拠点にガス貯蔵施設が設
けられるため、競合他社の参入障壁が高い。産業ガスは作業の効率化や廃水処理などの分野で活用され、顧客の二酸化
炭素排出削減や清潔な水の保全に貢献、水素生成技術とともに同社を支える中核事業として長期的な成長が期待され
る。

フランスの大手産業ガス企業。

産業・医療用ガスの製造販売を手掛ける一方、水素エネルギーの分野にも進出。グローバルに水素ステーション事業を展
開しており、世界の水素ビジネスをけん引。各国政府は水素を有力な脱炭素エネルギーと位置づけており、水素ビジネス
において世界最大手の同社にとっては追い風であるとともに、日本でも伊藤忠商事と水素ステーションを全国展開すること
を計画するなど、今後も水素燃料において中心的存在となっていくと考える。

照明器具や配線装置を主要な製品とする電子製品のメーカー。

企業の買収等を通じて部門を拡大し、多くのブランドを通じて、様々な産業へ製品を提供。特に発電・配電事業向けのケー
ブルやグリッド、住宅やオフィスビル向けのLED（発光ダイオード）や照明制御装置が今後の成長ドライバー。脱炭素に向け
た再生可能エネルギーの積極的な導入により、世界的にエネルギー転換が進むなか、今後の電力ネットワークの次世代化
が重要であり、電力サプライチェーン（供給網）のあらゆるプロセスでエネルギー効率に優れた部品を提供する同社への需
要は高い。

AIR LIQUIDE SA
エア・リキード

9

10
HUBBELL INC
ハベル

脱炭素技術

脱炭素技術

VEOLIA ENVIRONNEMENT
ヴェオリア・エンバイロメント

7

8
LINDE PLC
リンデ

脱炭素技術

水資源の保全

TAIWAN SEMICONDUCTOR
MANUFAC
台湾積体電路製造　［ＴＳＭＣ／台
湾セミコンダクター］

5

6
SCHNEIDER ELECTRIC SE
シュナイダーエレクトリック

脱炭素技術

スマート環境ソリューション

3
WASTE CONNECTIONS INC
ウエイスト・コネクションズ

循環経済

4
KLA CORP
ＫＬＡ

水資源の保全

1
NVIDIA CORP
エヌビディア

スマート環境ソリューション

2
MICROSOFT CORP
マイクロソフト

スマート環境ソリューション

銘柄 組入銘柄解説/ESGへの取り組みが企業価値向上に資する理由分野

マンスリーレポート
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Aコース（為替ヘッジあり）/Bコース（為替ヘッジなし） 2026年4月30日

（月次改訂） 

 ファンドの特色

● 信託財産の成長を目標に積極的な運用を行なうことを基本とします。

● 新興国を含む世界各国の金融商品取引所に上場している環境関連企業の株式を実質的な主要投資対象※とします。

※ 「実質的な主要投資対象」とは、外国投資法人や「野村マネー マザーファンド」を通じて投資する、主要な投資対象という意味です。

● ファンドは投資する外国投資法人において、為替ヘッジを行なう「A コース」と為替ヘッジを行なわない「B コース」から構成されています。

● 各々以下の外国投資法人である「BNPパリバ・ファンズ－グローバル・エンバイロメント」および

国内投資信託「野村マネー マザーファンド」を投資対象とします。

● 通常の状況においては、「BNPパリバ・ファンズ－グローバル・エンバイロメント」への投資を中心とします※が、投資比率には特に制

限は設けず、各証券の収益性および流動性ならびにファンドの資金動向等を勘案のうえ決定することを基本とします。
※通常の状況においては、「BNPパリバ・ファンズ－グローバル・エンバイロメント」への投資比率は、概ね90％以上を目処とします。

■ファンドの組み入れ銘柄■

ファンドが投資対象とする「BNPパリバ・ファンズ－グローバル・エンバイロメント」では、ESG特性を重視して選定した銘柄に純資産総額の75％以上を投資し
ます。
＊投資対象銘柄のESG特性を考慮してポートフォリオ構築を行なう際の制約要因やリスクについては、投資信託説明書（交付目論見書）の「投資リスク」をご参照ください。

＊上記は2025年12月26日現在のものであり、今後変更となる場合があります。

● ファンドはファンド・オブ・ファンズ方式で運用します。

■投資対象とする外国投資法人におけるサステナブル投資と持続可能な社会への移行の促進■

・投資対象とする外国投資法人では、環境関連企業の株式への投資を通じて、持続可能な社会への移行を促進することを目指します。また、同銘柄への

投資比率は純資産総額の75％以上を維持することを基本とします。

・環境関連企業の技術、製品およびサービスなどが環境に与える影響を把握し、ファンド全体における持続可能な社会への移行に対する貢献度合いを

モニタリングします。

■インパックス・アセットマネジメント・リミテッドのスチュワードシップ方針■

・インパックス・アセットマネジメント・リミテッドは、議決権行使やエンゲージメント（対話）を通じて、投資先企業の持続可能な成長を促します。

・インパックス・アセットマネジメント・リミテッドのスチュワードシップ方針の詳細は、以下のサイト（「野村アセットマネジメントの主なESGファンド」）内、

「外部委託ファンドのスチュワードシップ方針」にある「野村環境リーダーズ戦略ファンド」の「スチュワードシップの方針はこちら」より、インパックス・アセット

マネジメント・リミテッドのサイト（英語）にアクセスいただくと、ご覧いただけます。

https://www.nomura-am.co.jp/special/esg/esg-integration/esglineup.html#esglineup4

● 「Aコース」「Bコース」間でスイッチングができます。

● 原則、毎年4月および10月の11日（休業日の場合は翌営業日）に分配を行ないます。

分配金額は、分配対象額の範囲内で、原則として基準価額水準等を勘案し、委託会社が決定します。

＊委託会社の判断により分配を行なわない場合もあります。また、将来の分配金の支払いおよびその金額について示唆、保証するものではありません。

資金動向、市況動向等によっては上記のような運用ができない場合があります。

■外国投資法人「BNPパリバ・ファンズ－グローバル・エンバイロメント」の主な投資方針について■

・新興国を含む世界各国の金融商品取引所に上場している環境関連企業の株式を主要投資対象とし、中期的な資産価値の成長を目指して

運用を行なうことを基本とします。

・クラスI Plus H JPY（分配なし）は、組入外貨建資産について、原則として為替ヘッジにより為替変動リスクの低減を図ることを基本とします。

・クラスI Plus JPY（分配なし）は、組入外貨建資産について、原則として為替ヘッジを行ないません。

ファンド名 投資対象とする外国投資法人の円建ての外国投資証券

Aコース
（為替ヘッジあり）

　BNPパリバ・ファンズ－グローバル・エンバイロメント－　I Plus H JPY（分配なし）

Bコース
（為替ヘッジなし）

　BNPパリバ・ファンズ－グローバル・エンバイロメント－　I Plus JPY（分配なし）

追加型投信／内外／株式
マンスリーレポート

ファンドは、ESG※を投資対象選定の主要な要素としており、「ファンドの特色」にその詳細を記載しています。

※ ESGとはEnvironment（環境）、Social（社会）及びCorporate Governance（企業統治）の総称です。

6/8



ファンドは、値動きのある証券等に投資します（外貨建資産に投資する場合には、この他に為替変動リスクもあります。）ので、基準価額は変動します。したがって、元金が保証されているものではありません。ファンド
の運用による損益はすべて投資者の皆様に帰属します。また、本書中の運用実績に関するグラフ、図表、数値その他いかなる内容も過去のものであり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありませ
ん。当資料は、ファンドの運用状況に関する情報提供を目的として野村アセットマネジメントが作成した資料です。投資信託のリスクやお申込メモの詳細についてのご確認や、投資信託をお申込みいただくにあたって
は、販売会社よりお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえご自身でご判断ください。

野村環境リーダーズ戦略ファンド
Aコース（為替ヘッジあり）/Bコース（為替ヘッジなし） 2026年4月30日

（月次改訂） 

投資リスク

【お申込メモ】 【当ファンドに係る費用】

●信託期間 無期限（2020年10月26日設定） ◆ご購入時手数料 ご購入価額に3.3％（税抜3.0％）以内で販売会社

●決算日および 年2回の決算時（原則、4月および10月の11日。休業日の場合は翌営業日） が独自に定める率を乗じて得た額

　 収益分配 に分配の方針に基づき分配します。 ＜スイッチング時＞

●ご購入価額 ご購入申込日の翌営業日の基準価額 販売会社が独自に定める率を乗じて得た額

●ご購入単位 1万口以上1口単位（当初元本1口＝1円） または1万円以上1円単位 ＊詳しくは販売会社にご確認ください。

（ご購入コースには、分配金を受取る一般コースと、 ◆運用管理費用（信託報酬） ファンドの純資産総額に年1.10％（税抜年1.00％）

分配金が再投資される自動けいぞく投資コースがあります。 の率を乗じて得た額が、お客様の保有期間に

原則、ご購入後にご購入コースの変更はできません。） 応じてかかります。

※お取扱いコース、ご購入単位は販売会社によって異なる場合があります。 ○実質的にご負担いただく信託報酬率（注）

●ご換金価額 ご換金申込日の翌営業日の基準価額 年1.86％程度（税込）

●スイッチング 「Aコース」「Bコース」間でスイッチングが可能です。 （注）ファンドが投資対象とする外国投資証券

※販売会社によっては、スイ ッチングのお取扱いを行なわない場合があります。　　 の信託報酬を加味して、投資者が実質的に

●お申込不可日 販売会社の営業日であっても、申込日当日が下記のいずれかの 負担する信託報酬率について算出したものです。

休業日に該当する場合、あるいは申込日の翌営業日がルクセンブルグ ◆その他の費用・手数料 組入有価証券等の売買の際に発生する

の銀行の休業日に該当する場合には、原則、ご購入、ご換金、 売買委託手数料、監査法人等に支払う

スイッチングの各お申込みができません。 ファンドの監査に係る費用、ファンドに関する

・ニューヨークの銀行 租税等がお客様の保有期間中、その都度かかり

・ロンドンの銀行 ます。※これらの費用等は運用状況等により

・ルクセンブルグの銀行 変動するため、事前に料率・上限額等を示すこと

・ニューヨーク証券取引所 ができません。

・ロンドン証券取引所 ◆信託財産留保額 ありません。

●課税関係 個人の場合、原則として分配時の普通分配金ならびに換金時（スイッ （ご換金時、スイッチングを含む）

チングを含む）および償還時の譲渡益に対して課税されます。ただし、 上記の費用の合計額については、投資家の皆様がファンドを保有される期間等に

NISA（少額投資非課税制度）の適用対象ファンドにおいてNISAを利用 応じて異なりますので、表示することができません。

した場合には課税されません。ファンドはNISAの「成長投資枠」の対象 ※詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）の「ファンドの費用・税金」をご覧ください。

ですが、販売会社により取扱いが異なる場合があります。

なお、税法が改正された場合などには、内容が変更になる場合があり

ます。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

【ご留意事項】
・投資信託は金融機関の預金と異なり、元本は保証されていません。 ・投資信託は預金保険の対象ではありません。
・登録金融機関が取り扱う投資信託は、投資者保護基金制度が適用されません。

追加型投信／内外／株式

各ファンドは、外国投資証券等への投資を通じて、株式等に実質的に投資する効果を有しますので、当
該株式の価格下落や、当該株式の発行会社の倒産や財務状況の悪化等の影響により、基準価額が下
落することがあります。また、外貨建資産に投資しますので、為替の変動により基準価額が下落すること
があります。
したがって、投資家の皆様の投資元金は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失が
生じることがあります。なお、投資信託は預貯金と異なります。
※ファンドの基準価額の変動要因には、この他にも、ESG投資に関するリスクなどがあります。

※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）の「投資リスク」をご覧ください。

＜委託会社＞ 野村アセットマネジメント株式会社

［ファンドの運用の指図を行なう者］

＜受託会社＞ 野村信託銀行株式会社

［ファンドの財産の保管および管理を行なう者]

ファンドの販売会社、基準価額等については、下記の照会先までお問い合わせください。

野村アセットマネジメント株式会社
☆サポートダイヤル☆ 0120-753104 （フリーダイヤル）

＜受付時間＞営業日の午前9時～午後5時
☆インターネットホームページ☆ https://www.nomura-am.co.jp/

≪分配金に関する留意点≫
●分配金は、預貯金の利息とは異なりファンドの純資産から支払われますので、分配金支払い後の純資産はその相当額が減少することとなり、基準価額が下落する要因となります。
●ファンドは、計算期間中に発生した運用収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて分配を行なう場合があります。したがって、ファンドの分配金の水準は必ずしも計
算期間におけるファンドの収益率を示唆するものではありません。計算期間中に運用収益があった場合においても、当該運用収益を超えて分配を行なった場合、当期決算日の基準価額は前期
決算日の基準価額と比べて下落することになります。
●投資者の個別元本（追加型投資信託を保有する投資者毎の取得元本）の状況によっては、分配金額の一部または全部が、実質的に元本の一部払戻しに相当する場合があります。ファンド購
入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。

マンスリーレポート
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お申込みは

※上記販売会社情報は、作成時点の情報に基づいて作成しております。

※販売会社によっては取扱いを中止している場合がございます。

野村環境リーダーズ戦略ファンド
Aコース／Bコース

金融商品取引業者等の名称 登録番号

加入協会

日本証券業

協会

一般社団法人

資産運用業

協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種金融商品

取引業協会

野村證券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第142号 ○ ○ ○ ○
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